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１．は じ め に

　2013年以降，中国の習近平政権肝煎りの巨大経済圏
構想「一帯一路」は世界中から関心を集めている。こ
こでいう一帯一路（BRI：Belt and Road Initiative）
とは，中国から中央アジアを経由する「シルクロード
経済ベルト」，南シナ海やインド洋を通る「21世紀海
上シルクロード」によって，中国と欧州を結ぶという
広域経済圏の構想である２。一帯一路構想がグローバ
ルな広がりを見せているなか，本稿で取り上げるイン
ドネシアを含め，沿線国・地域との経済関係にも大き
な影響を与えている。
　一帯一路以降，インドネシアと中国の関係は着実に
深まっていると見て異論はない。近年の対中国輸出で
は，2014年以降の工業品の対中国輸出の拡大がみられ
る。それと同時期に，バンガイ県とモロワリ県の地域
経済に顕著な変化がみられることから，２県の中国か
らの対内投資との関連を分析する価値があると判断し
本稿を執筆することにした。
　具体的には，バンガイ県とモロワリ県への直接投資

の事例を挙げ，中国対内投資によるインドネシアの地
域経済への影響を明らかにしたうえで，ニッケル産業
と一帯一路関連企業の視点から，一帯一路以降におけ
るインドネシアの対中経済関係の変化並びにその課題
について論じていきたい。
　なお，インドネシアの輸出構造は，2000年代を通じ
て資源・農園作物に傾斜していたが，2012年に国際収
支が悪化したことで輸出の構造的弱点が露呈し，改め
て輸出構造の転換が必要だと認識された。同国の国際
収支が悪化した原因は，欧州危機による輸出減少と，
2008年から2012年の間に原油価格が乱高下したことで
あった。当時，インドネシアの輸出全体の３割は鉱物
性燃料が占めており，このような天然資源に大きく依
存していた輸出構造は，国際商品市況に左右されやす
い側面があった。
　佐藤（2012）は，経常収支の赤字それ自体に問題が
あるのではなく，これまで潤沢な資源輸出収入で経常
収支黒字が当たり前だったインドネシアにとって，経
常収支赤字それ自体が大きなショックであったと指摘
する。インドネシアの貿易収支は，1990年から2012年
まで，一度も貿易赤字を経験していない。このことか
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ら，佐藤（2012）は，2012年にインドネシア国家開発
企画庁が発表したレポートをもとに，「インドネシア
は第一に輸出市場の新たな開拓と多角化」，「第二に国
際商品市況に依存しない輸出構造にしていくべきこ
と」（p.11）を強調している。

２．中国対内投資によるインドネシアの　
　地方経済への影響

２．１．インドネシアの地域別GRDP概要
　佐藤（2012）では，経済成長率６％はインドネシア
にとって新規参入労働を吸収して雇用を維持するのに
最低限必要な水準と指摘する。しかし，2013年の5.56％
以降2019年まで６％には届いていない３。

　インドネシア経済の中心はジャカルタおよびスラ
バヤ，バンドンなどの都市を抱えるジャワ島である。
その一方で，スラウェシ島の域内総生産（GRDP）は
2015年以降に拡大しており，ジャワ島に偏りがちだっ
た投資や産業は開発の遅れる地域へ広がりを見せはじ
めている。
　松井（2018）は，2014年以降にスラウェシ島の中
スラウェシ州で驚異的な経済成長率を記録した例を
挙げている。この州に属するモロワリ県で2015年に
67.8％，バンガイ県で2016年に37％の成長率を記録し
たが，松井は，モロワリ県の急成長の原因はニッケル
関連の産業だと指摘している。
　図表１にインドネシアの州別GRDPを示す。多くの
州で５％以上の高成長を続けているが，中スラウェシ

　図表１　インドネシアの地域別GRDPの推移
GRDP成長率（2010年基準） 金額（10億ルピア） 年平均

成長率2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2010年 2019年

ス
マ
ト
ラ
島

1 ア チ ェ 州 3.28 3.85 2.61 1.55 -0.73 3.29 4.18 4.61 4.14 101545 132074 2.96％
2 北 ス マ ト ラ 州 6.66 6.45 6.07 5.23 5.10 5.18 5.12 5.18 5.22 331085 539514 5.58％
3 西 ス マ ト ラ 州 6.34 6.31 6.08 5.88 5.53 5.27 5.30 5.14 5.01 105018 172214 5.65％
4 リ ア ウ 州 5.57 3.76 2.48 2.71 0.22 2.18 2.66 2.35 2.81 388578 495598 2.74％
5 リ ア ウ 群 島 州 6.96 7.63 7.21 6.60 6.02 4.98 1.98 4.47 4.84 111224 181896 5.62％
6 ジ ャ ン ビ 州 7.86 7.03 6.84 7.36 4.21 4.37 4.60 4.69 4.37 90618 149143 5.69％
7 南 ス マ ト ラ 州 6.36 6.83 5.31 4.79 4.42 5.04 5.51 6.01 5.69 194013 315474 5.55％
8 ベ ン ク ル 州 6.85 6.83 6.07 5.48 5.13 5.28 4.98 4.97 4.94 28353 46345 5.61％
9 ラ ン プ ン 州 6.56 6.44 5.77 5.08 5.13 5.14 5.16 5.23 5.26 150561 244380 5.53％
10 バンカ・ブリトゥン群島州 6.90 5.50 5.20 4.67 4.08 4.10 4.47 4.45 3.32 35562 53940 4.74％

ジ
ャ
ワ
島

11 ジャカルタ首都特別州 6.73 6.53 6.07 5.91 5.91 5.87 6.20 6.11 5.82 1075183 1836198 6.13％
12 西 ジ ャ ワ 州 6.50 6.50 6.33 5.09 5.05 5.66 5.33 5.65 5.07 906686 1491576 5.69％
13 バ ン テ ン 州 7.03 6.83 6.67 5.51 5.45 5.28 5.75 5.77 5.29 271465 456741 5.95％
14 中 ジ ャ ワ 州 5.30 5.34 5.11 5.27 5.47 5.25 5.26 5.30 5.40 623225 991913 5.30％
15 ジョグジャカルタ特別州 5.21 5.37 5.47 5.17 4.95 5.05 5.26 6.20 6.59 64679 104488 5.47％
16 東 ジ ャ ワ 州 6.44 6.64 6.08 5.86 5.44 5.57 5.46 5.47 5.52 990649 1649768 5.83％

小スンダ
列島

17 バ リ 州 6.66 6.96 6.69 6.73 6.03 6.33 5.56 6.31 5.60 93749 162694 6.32％
18 西ヌサ・トゥンガラ州 -3.91 -1.54 5.16 5.17 21.76 5.81 0.09 -4.50 3.90 70123 93870 3.29％
19 東ヌサ・トゥンガラ州 5.67 5.46 5.41 5.05 4.92 5.12 5.11 5.11 5.24 43847 69386 5.23％

カ
リ
マ
ン
タ
ン
島

20 西 カ リ マ ン タ ン 州 5.50 5.91 6.05 5.03 4.88 5.20 5.17 5.07 5.09 86066 137243 5.32％
21 中 カ リ マ ン タ ン 州 7.01 6.87 7.37 6.21 7.01 6.35 6.73 5.61 6.12 56531 100358 6.58％
22 南 カ リ マ ン タ ン 州 6.97 5.97 5.33 4.84 3.82 4.40 5.28 5.08 4.08 85305 133272 5.08％
23 東 カ リ マ ン タ ン 州 6.30 5.26 2.25 1.71 -1.20 -0.38 3.13 2.64 4.74 383293 486712 2.69％
24 北 カ リ マ ン タ ン 州 8.33 7.77 8.15 8.18 3.40 3.55 6.80 5.36 6.90 34919 61423 6.48％

ス
ラ
ウ
ェ
シ
島

25 北 ス ラ ウ ェ シ 州 6.17 6.86 6.38 6.31 6.12 6.16 6.31 6.00 5.65 51721 89009 6.22％
26 ゴ ロ ン タ ロ 州 7.71 7.91 7.67 7.27 6.22 6.52 6.73 6.49 6.40 15476 28428 6.99％
27 中 ス ラ ウ ェ シ 州 9.82 9.53 9.59 5.07 15.50 9.94 7.10 20.60 8.83 51752 127935 10.58％
28 南 ス ラ ウ ェ シ 州 8.13 8.87 7.62 7.54 7.19 7.42 7.21 7.04 6.91 171741 330506 7.54％
29 東 南 ス ラ ウ ェ シ 州 10.63 11.65 7.50 6.26 6.88 6.51 6.76 6.40 6.50 48401 94053 7.66％
30 西 ス ラ ウ ェ シ 州 10.73 9.25 6.93 8.86 7.31 6.01 6.39 6.26 5.67 17184 32878 7.48％

マルク
諸島

31 マ ル ク 州 6.34 7.16 5.24 6.64 5.48 5.73 5.82 5.91 5.41 18429 31049 5.97％
32 北 マ ル ク 州 6.80 6.98 6.36 5.49 6.10 5.77 7.67 7.86 6.10 14984 26561 6.57％

ニュー
ギニア

島

33 パ プ ア 州 -4.28 1.72 8.55 3.65 7.35 9.14 4.64 7.32 -15.75 110808 134562 2.18％
34 西 パ プ ア 州 3.64 3.63 7.36 5.38 4.15 4.52 4.02 6.25 2.66 41362 62073 4.61％
インドネシア全体 6.16 6.16 5.71 5.21 4.99 5.16 5.23 5.43 4.99 6864133 11063276 5.45％

　注：州名の番号は付表の番号に合わせた。2019年の成長率・金額は暫定値。
　出所：BPS（インドネシア中央統計庁）より筆者作成。
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州は2015年に15.50％，2018年は20.60％と高い数値を
記録している。そのため，2019年までの年平均成長率
が10.58％と比較的高い。また，図表２に示したように，
2010年から2019年までのスラウェシ島の各州の１人当
たりGRDPの推移でも平均成長率がトップの8.83％と
なっている。

２．２．バンガイ県とモロワリ県の経済状況と特徴
　次に，図表３に中スラウェシ州の各県のGRDPを示
す。BPS（インドネシア統計庁）が分類する12の県と

１つの州都のうち，特にバンガイ県とモロワリ県，北
モロワリ県の３県で10％以上の年平均成長率が算出で
きる。３県のうち，バンガイ県とモロワリ県は2015年
以降の金額は急拡大していて，それが単年度成長率に
も表れている４。また，GRDPの推移をグラフで確認
すると，2014年以降バンガイ県とモロワリ県の２県は
特に拡大幅が大きいことがわかる。
　図表４にバンガイ県の生産面と支出面から見た
GRDPの推移を示す。生産面から見た成長率では，製
造業は2015年で146％，2016年で38％，鉱業は2015年

　図表３　中スラウェシ州行政区のGRDPの推移

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 年平均
成長率

中中 スス ララ ウウ ェェ シシ 州州 5511775522 5566883344 6622225500 6688222200 7711667799 8822778899 9911001188 9977448811 110033660033 111111001100 88..88%%
バ ン ガ イ 諸 島 県 1535 1661 1792 1921 2055 2192 2323 2462 2614 2777 6.8%
バ ン ガ イ 県 6062 6824 7557 8277 8713 11510 15909 17295 18410 19727 14.0%
モ ロ ワ リ 県 3371 4102 5012 6203 6209 10419 11713 13362 15019 17199 19.9%
ポ ソ 県 3575 3844 4135 4451 4767 5106 5414 5744 6098 6476 6.8%
ド ン ガ ラ 県 5305 5662 6044 6459 6838 7247 7560 7962 8170 8624 5.5%
ト リ ト リ 県 3331 3574 3855 4160 4420 4713 4942 5193 5471 5736 6.2%
ブ オ ル 県 2529 2710 2908 3121 3311 3512 3620 3765 3919 4078 5.5%
パリギ・モワトン県 7188 7709 8250 8840 9412 10078 10586 11143 11658 12152 6.0%
トジ ョ ・ ウナウナ県 2280 2459 2651 2852 3048 3215 3381 3571 3712 3923 6.2%
シ ギ 県 3734 4003 4277 4571 4860 5176 5436 5770 6025 6260 5.9%
バンガイ・ラウ ト県 931 1001 1078 1162 1253 1353 1452 1543 1646 1748 7.3%
北 モ ロ ワ リ 県 3213 3871 4594 5448 5473 5867 6205 6579 7164 7912 10.5%
パ ル （ 州 都 ） 8699 9462 10296 11253 12160 13101 13822 14586 15324 16026 7.0%
中中 スス ララ ウウ ェェ シシ 州州 99..8822%% 99..5533%% 99..5599%% 55..0077%% ########## 99..9944%% 77..1100%% 66..2288%% 77..1155%%
バ ン ガ イ 県 12.58% 10.73% 9.53% 5.27% 32.10% 38.22% 8.71% 6.45% 7.15%
モ ロ ワ リ 県 21.69% 22.18% 23.77% 0.09% 67.82% 12.42% 14.08% 12.40% 14.51%
北 モ ロ ワ リ 県 20.49% 18.66% 18.59% 0.46% 7.21% 5.76% 6.02% 8.89% 10.45%

注： 2011年のデータは前後の年と乖離が大きいため、2010年の金額の成長率から2011年分の金額を算出している。

2018年と2019年は金額・成長率ともに暫定値。BPS（インドネシア中央統計庁）の州別GRDPでは2018年の中スラウェシ州

のデータは確定（20.60％）している。よって図表1の年平均成長率は10.58％となっている。

出所：BPS Provinsi Sulawesi Tengah（中スラウェシ州統計庁）より筆者作成。

単位は100万IDRを10億ルピアに変換

図表3　中スラウェシ州行政区のGRDPの推移 単位：10億ルピア

GRDP

単年
度

成長
率

　図表２　スラウェシ島の１人当たりGRDPの推移

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 年平
均

北スラウェシ州 22708 23813 25146 26446 27806 29196 30680 32297 33912 35505 5.09%
中スラウェシ州 19559 21106 22724 24491 25316 28779 31151 32860 39049 41891 8.83%
南スラウェシ州 21307 22769 24507 26083 27749 29436 31303 33234 35244 37340 6.43%
南東スラウェシ州 21573 23338 25490 26815 27896 29203 30476 31894 33279 34774 5.45%
ゴロンタロ州 14812 15688 16650 17639 18622 19474 20427 21478 22539 23639 5.33%
西スラウェシ州 14755 16023 17169 18009 19232 20251 21068 22001 22953 23820 5.47%

図表2　スラウェシ島の1人当たりGRDPの推移 単位：千ルピア

出所：BPS（インドネシア中央統計庁）より筆者作成。
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に153％，2016年に102％にもなる。2016年に農林水産
業とその他を含む多くの部門がマイナス成長となった
が，製造業と鉱業の成長率が高く県全体のGRDPの成
長維持に貢献した。
　そして支出面では，2014年以降に商品・サービスの
輸出が増えているが，これはGRDP生産面でみてきた

鉱業と製造業に関連する産業の影響である。また，総
固定資本形成５も増加しており，2015年まで建設業も
伸びている。松井（2018）は，これらは「投資により
建設された鉱業関係の企業や，それに関係する製造業
が増加したものである」（p.12）と指摘する６。
　次に，図表５にモロワリ県の生産面と支出面から見

　図表５　モロワリ県のGRDPの推移

　図表４　バンガイ県のGRDPの推移
図表4 バンガイ県のGRDPの推移

図表 5 モロワリ県のGRDPの推移

図表4 バンガイ県のGRDPの推移

図表 5 モロワリ県のGRDPの推移
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図表 5 モロワリ県のGRDPの推移
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たGRDPを示す。2014年以降に製造業と鉱業が拡大し
2015年の製造業の単年度成長率は338％，鉱業は111％
だった。また，建設業は2013年から2014年に441％成
長し，2014年の鉱業のマイナス成長を相殺し，県全体
のGRDP成長に貢献した。
　この他，2010年時点では農林水産業の数値が高い。
しかし，農林水産業は2019年までに１度もマイナス
成長していないにもかかわらず，GRDPの構成比率は
2010年の25％から８％に減少した。その一方で，鉱業
と製造業は合わせてGRDPの70％を占めるようになっ
た。
　支出面からみたモロワリ県のGRDPで2014年以降に
変化があるものは，輸出入７と総固定資産形成で，そ
のほかは2010年以降ほぼ横ばいである。輸出入の拡大
は，松井（2018, p.12）が指摘するように，鉱業と製
造業，建設業に関連する投資が集中し，2015年以降の
それらに関する生産活動の本格化と生産物の輸出拡大
によるものである。

２．３．�中スラウェシ州におけるバンガイ県とモロワ
リ県の位置付け

　ではこのバンガイ県とモロワリ県の２県は中スラ
ウェシ州においてどのような位置にあるのか。図表６
に中スラウェシ州の生産面から見たGRDPの推移を示
す。その特徴は2013年以降の鉱業と製造業，建設業の
変化が大きいことと，農林水産業が突出していること
である。
　農林水産業は2010年以降も順調な成長を続けている
にもかかわらず構成比率は下がり続けている。2010年
に38％であったシェアは，2019年には27％にまで減少
した。これは鉱業と製造業の成長幅が農林水産業の成

長を上回っているためである。農林水産業のシェアが
ある程度高いことと，鉱業と製造業に変化が出ていた
中スラウェシ州のGRDP推移はモロワリ県，鉱業と製
造業の点ではバンガイ県の動きに近い。また生産面か
ら見たGRDPの年平均成長率が15％以上を超えている
部門は鉱業と製造業の２部門のみで，中スラウェシ州
にとって２県の鉱業と製造業の成長の影響が大きいこ
とがわかる。
　BPS Sulawesi Tengah（中スラウェシ州統計庁）か
らは，生産面からみたGRDPの構成部分も取得できる。
鉱業は「石油，ガス，地熱採掘」と「石炭と褐炭の採
掘」，「金属鉱石採掘」，「その他の採石」の４項目，製
造業は「石炭産業と石油・ガス精製」と「石炭産業と
石油・ガス精製以外」で，そのうち後者の「石炭産業
と石油・ガス精製以外」は15の項目から構成される。
　図表７に鉱業と製造業を構成する項目の金額の推移
をグラフ化したものを示す。鉱業の特徴は，2013年以
降の「金属鉱石採掘」と「石油，ガス，地熱採掘」の
２項目である。「金属鉱石採掘」は2014年のマイナス
成長を除いて2010年以降の拡大幅が大きく，年平均
成長率は19％となった。「石油，ガス，地熱採掘」は
2014年以降から拡大し年平均成長率は26％にもなる。
　製造業は特に「石炭と石油・ガス精製業以外」を構
成する15項目のうち，「食品及び飲料産業」と「卑金
属産業」，「木材系産業」のシェアが高い。なかでも「卑
金属産業」は2014年以降急拡大を見せており，年平均
成長率は192％，単年度2015年では53万3496％（４億
3407万ルピアから２兆3161億8239万ルピア），それ以
降も17％から33％の成長率となっている。その結果，
2010年にはわずか0.01％だった「卑金属産業」の構成
比率は2019年には38％となり製造業を構成する重要な

　図６　中スラウェシ州の生産面から見たGRDPの推移（左、単位：10億ルピア）と
　　　　その構成比率（右）図6 中スラウェシ州の生産面から見たGRDPの推移（左、単位：10億ルピア）とその構成比率（右、単位：％）

図7  中スラウェシ州のGRDPの推移 —　　—21
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部門に躍り出た。
　中スラウェシ州は鉱業と製造業の成長に変化があっ
たが，その中でも鉱業では「金属鉱石採掘」が，製造
業では「卑金属産業」の急成長がシェア拡大に貢献し
ていた。バンガイ県とモロワリ県の同じ部門でGRDP
の急成長があったことから，２県の「鉱業」と「卑金
属産業」が中スラウェシ州のGRDP成長に影響を与え
たことがわかった。
　ではバンガイ県とモロワリ県の鉱業と製造業の成長
は中スラウェシ州のGRDPへどのくらいの影響力を持
つようになったか。図表８に中スラウェシ州の生産面
からみたGRDPに占める，バンガイ県とモロワリ県
のシェアの推移を示す。２県とも2014年から2016年に
かけて急成長し，中スラウェシ州における鉱業と製造

業の割合が拡大している。バンガイ県とモロワリ県の
GRDP推移を示した図表４と見比べてみると，それぞ
れの県で拡大したGRDPが中スラウェシ州の鉱業と製
造業でも拡大していることが確認できる。
　図表３でも確認したとおり，中スラウェシ州の中で
もモロワリ県とバンガイ県は単年度成長率，年平均成
長率ともほかの州に比べて高かった。そして成長率が
大きく変化したのは2014年以降であり，２県の鉱業と
製造業の急成長は県だけでなく中スラウェシ州におい
てもGRDPを支える重要な産業になってきている。す
なわち，松井（2018）が指摘したように，モロワリ県
とバンガイ県のニッケル関連産業の急成長は，県内だ
けでなく中スラウェシ州全体のGRDPにも影響を与え
ていることが明らかになった。

　図７　中スラウェシ州のGRDPの推移

図6 中スラウェシ州の生産面から見たGRDPの推移（左、単位：10億ルピア）とその構成比率（右、単位：％）

図7  中スラウェシ州のGRDPの推移

　図８　中スラウェシ州の生産面GRDPに占めるバンガイ県、モロワリ県のシェアの推移図8 中スラウェシ州の生産面GRDPに占めるバンガイ県、モロワリ県の割合の推移

図9　インドネシアのGDPに占める中スラウェシ州と南スラウェシ州のGRDP割合の推移—　　—22
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　次に，図表１を参考に，インドネシアのGDPに対
し中スラウェシ州が占める割合を確認してみると，
2010年はわずか0.75％で，全34の州のうち23位，2019
年でも1.16％で20位にとどまっている。同じスラウェ
シ島でも南スラウェシ州が占める割合は2010年の
2.5％で10位，2019年の2.99％で９位である。
　そこで，この２州の産業構造の推移を比較すると，
両者の違いは，2014年以降の成長の変化である。中ス
ラウェシ州では2015年の15.5％，2018年の20.6％の成
長率をあげ，2019年までの年平均成長率は全国トッ
プの10.58％である。南スラウェシ州の平均成長率は
7.54％，2010年以降の単年度成長率も７％を下回るこ
とはなかった。しかし中スラウェシ州のような大きな
変化はなくスラウェシ島のほかの州と同じでいわば順
当な成長であった。
　図表９にインドネシアのGDPに占める中スラウェ
シ州と南スラウェシ州の割合の推移を示す。インドネ
シアのGDPと比較すると，中スラウェシ州のGRDP
はわずかなものに過ぎない。産業全体が同じ成長であ
れば横ばいとなるが，その中でも中スラウェシ州は
2014年以降の鉱業と製造業がほかの部門より変化が大
きい。この２部門以外では伝統的に農林水産業が強く，
2019年まで４％以上の成長率がある。しかしそれ以上
に鉱業と製造業，特に鉱業が急拡大しているために農
林水産業のシェアが抑え込まれているのである。
　図表10にインドネシアを構成する全34州のうち，鉱
業を産業のメインとする州をまとめた８。「鉱業」を
構成する項目のうち，「金属鉱石採掘」がニッケルに
関連し，製造業を構成する「卑金属産業」の割合に変
化が見られれば，中スラウェシ州のようなニッケルを

はじめとした鉱物関連産業が形成されているといえ
る。割合は州全体のGRDPから算出するので，「鉱業」
と「金属鉱石採掘」の比率が大きく，かつ値が近いほ
ど「金属鉱石採掘」の産業が活発となる。それと同時
に「卑金属産業」の割合が高ければ，「鉱業」と「卑
金属産業」の関連が高いといえる。
　西ヌサ・トゥンガラ州は「鉱業」と「金属鉱石採掘」
の割合が近いことから，「鉱業」の「金属鉱石採掘」
がメインである。しかし，採掘される鉱石が「卑金属
産業」へとつなげられていない。中カリマンタン州の

「金属鉱石採掘」は５％以下で，「卑金属産業」もほと
んどない。そして，南カリマンタン州と東カリマンタ
ン州は，「鉱業」の割合は30％前後で推移しているが，

「金属鉱石採掘」と「卑金属産業」の割合がほとんど
ない。したがってこの４州ではニッケル関連産業への
展開が見られない。
　北マルク州は「鉱業」の構成比が「金属鉱石採掘」
でほぼ100％となっているため，グラフ上では「鉱業」
と「金属鉱石採掘」の示す位置がほぼ等しい。「卑金
属産業」は2014年以降から成長がみられ，単年度成長
率は2016年に１万2782％，2017年は299％にもなる。
卑金属産業はニッケル関連産業の影響で９，その理由
の一つとして中国のニッケル製錬所がある10。
　北マルク州では，2016年以降も中国資本によるニッ
ケル製錬所建設が計画されており11，今後ニッケル関
連について注目される。また，Warta Ekonomiは鉱
業だけでなく，それらの関連施設の投資によりこの地
域の経済発展に中国企業が貢献するだろうと指摘して
いる12。これはニッケル精錬関連企業が立地するほか
の地域にも共通して言えることで，バンガイ県とモロ

　図９　インドネシアのGDPに占める中スラウェシ州と南スラウェシ州のGRDP割合の推移

図8 中スラウェシ州の生産面GRDPに占めるバンガイ県、モロワリ県の割合の推移

図9　インドネシアのGDPに占める中スラウェシ州と南スラウェシ州のGRDP割合の推移
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ワリ県，その２県を抱える中スラウェシ州はニッケル
関連産業によってGRDPを拡大させることができた。

３．ニッケル産業と一帯一路関連企業の分析

３．１．インドネシアの対中国輸出の概要
　本節では，まずインドネシアの対中国輸出について
確認する。図表11にSITC分類13を用いた工業品の対
中国輸出推移を示す。2019年時点で金額が最も多い工
業品を１桁から４桁まで段階的に細分化し整理した。
１桁分類の６（工業品）は２桁分類の61から69の９品
目に細分化され，この９品目の合計は１桁分類の６（工

業品）の金額と等しい。61から69のうち，67が最も金
額が大きいので，67を３桁分類の671から679の８品目
に細分化する。この８品目671から679の合計は２桁分
類67の金額と等しい。
　１桁分類では2015年以降に金額が増えていることが
わかるが，特に２桁分類のコード67に注目する。2010
年時点で工業品の全体の２％に満たなかったものが
2014年以降に急拡大し，2019年には59％を占めている。
それらを３桁，４桁に細分化すると，コード6715が大
きな比重を占めている。6715は「Other ferro alloys：
その他の合金」という品目名であるが，SITCはHSコー
ドに変換することができるので，HSコードでの品目

　図表10　鉱業がGRDPに占める割合の多い州
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GRDPに対する「金属鉱石採掘」の割合。卑金は「卑金属産業」で、その州全体のGRDPに対する割合で横線模様で表示した。

出所：各州の統計庁から筆者作成。

東カリマンタン州 北マルク州

中カリマンタン州 南カリマンタン州

中スラウェシ州 西ヌサ・トゥンガラ州
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名を探る14。SITC6715は14のHSコードに割り当てら
れ15，そのうち，2019年時点で最も輸出金額が多いも
のはHS720260で99％を占める。税関の輸出入統計品
目表16から，HS720260は第72類の鉄鋼，02項のフェロ
アロイ，60号のフェロニッケルとなり，HS720260と
はフェロニッケルであることがわかる。
　フェロニッケルとは鉄とニッケルの合金で，ステン
レス鋼の原料として使われる。ニッケルの用途は多岐
にわたるが，最大の用途はこのステンレス鋼で，生産
されるニッケルの65％はステンレス鋼に使われる17。
すなわち，ステンレス鋼の動向とニッケルの動向は相
関関係がある。
　次に，図表12にステンレス鋼の生産量の推移を示
す。中国のステンレス生産量は2014年から2019年まで
世界比50％以上を維持しており，2019年時点でアジア

全体比では79％までシェアを伸ばしている。2014年か
ら2019年まで世界のステンレス生産量の年平均成長率
は4.61％で，その多くは中国によってリードされてい
る。
　なお，中国で2015年に施行された環境法により，中
国国内でのNPI（フェロニッケル）製錬所が閉鎖され
インドネシアへ生産拠点の移転が進展するとみられて
いることから18，ステンレス世界最大手の青山控股集
団をはじめ，中国企業がインドネシアにてステンレス
の生産，輸出を拡大させるとしている19。インドネシ
アのステンレス生産量は2017年から生産が記録されて
いるが，時期的に一帯一路に関連した企業がインドネ
シアへ進出した頃である。
　ニッケルの用途はステンレス鋼が最大であり，その
ステンレス鋼の生産は中国がリードしていること，世

　図表11　インドネシアにおける工業品の対中国輸出推移（SITC分類）
単位：100万㌦　

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
１桁分類 6 工業品 1075 1221 1570 1689 1787 1904 2386 4454 5025 5247

２桁分類
67 鉄鋼 19 12 17 5 50 309 929 2048 2613 3106
67 以外の８品目の合計 1056 1208 1553 1684 1736 1595 1457 2406 2412 2140

３桁分類
671 銑鉄、スピーゲル、スポンジ鉄など 18 8 11 2 46 291 892 1264 951 2294
671以外の７品目の合計 1 4 6 3 4 18 37 784 1662 812

４桁分類
6715 その他の鉄合金 5 0 11 2 42 185 427 1132 900 2226
6715 以外の７品目の合計 13 8 0 0 5 106 465 132 50 68

　出所：UNcomtradeより筆者作成。

　図表12　インドネシアにおけるステンレス鋼生産量推移
単位：千㌧　

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 年平均
成長率

アメリカ 2389 2346 2481 2754 2808 2593 1.65％6％ 6％ 5％ 6％ 6％ 5％

日　　本 3328 3061 3093 3168 3283 2963 -2.30％8％ 7％ 7％ 7％ 6％ 6％

韓　　国 2038 2231 2276 2383 2407 2349 2.88％5％ 5％ 5％ 5％ 5％ 4％

中　　国 21692 21562 24938 25774 26706 29400 6.27％52％ 52％ 54％ 54％ 53％ 56％

インドネシア 0 0 0 680 2195 2265 82.51％0％ 0％ 0％ 1％ 4％ 4％

イ ン ド 2858 3060 3324 3486 3740 3933 6.59％7％ 7％ 7％ 7％ 7％ 8％

アジア全体 31025 31024 34894 36867 34901 37294
3.75％74％ 75％ 76％ 77％ 69％ 71％

中国の割合 70％ 70％ 71％ 70％ 77％ 79％
世　　界 41686 41548 45778 48081 50730 52218 4.61％

　注：生産数量は2000千㌧以上のもの。平均成長率は2014年から2019年まで、インドネシアは2017年から2019年の間で算出。
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界的なステンレス鋼生産企業は中国の青山控股集団で
あり，中国本土だけでなくインドネシアにも進出し生
産を行っていること，2017年以降はインドネシアにお
いてもステンレス生産量が拡大していることから，中
国とインドネシア間においてステンレス鋼の生産と輸
出は密接に関連していることがわかる。

３．２．�ニッケル産業の視点から見るインドネシアと
中国の経済関係

　次に，図表13に世界各国のニッケル鉱石（HS2604）
の輸出入量の推移を示す。2010年以降の輸出ではイン
ドネシアとフィリピンが世界全体の約半分を占めてい
る。輸入は中国が世界全体の80％を占めていることか
ら，世界のニッケル鉱石（HS2604）は中国へ集まっ
ていることがわかる。
　図表14にインドネシアのニッケル鉱石（HS2604）
の輸出先別の輸出量推移を示す。2014年と2015年の輸
出禁止期間を除き，2013年以降の中国への輸出量は
90％を超えていることから，内需以外のニッケル鉱石

はほぼすべて中国に向けられていることがわかる。
　図表15に中国のニッケル鉱石（HS2604）の輸入元
別の輸入量推移を示す。2015年と2016年を除き，2019
年までインドネシアとフィリピンの２国が中国のニッ
ケル輸入を支えている。
　以上から，インドネシアは世界でも有数のニッケル
鉱石輸出国であり，その大部分は中国に向けられてい
ることがわかった。中国のニッケル輸入量は世界最大
であり，インドネシアからのニッケル輸入比率も高い。
したがってインドネシアの対中国ニッケル輸出は他国
に比べて有利なことがわかる。
　しかし，インドネシア政府は2014年にニッケル鉱石
の輸出禁止政策20を行ったため，大部分の金属鉱物に
は精錬処理が義務付けられた。そのため未製錬のニッ
ケル鉱石の輸出は減少し，2015年から2016年にかけて
ゼロであった。結果，世界全体のニッケル取引量は
2015年と2016年に極端に減少，その後2017年以降は
ニッケル鉱石の輸出は再開され，取引量は拡大してい
る。

　図表13　世界におけるニッケル鉱石（HS2604）の輸出入量の推移
　　　世界のニッケル鉱石（HS2604）輸出量 単位：千㌧

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
イ ン ド ネ シ ア 17566 40792 48449 64803 4160 0 0 4883 19764 32380
フ ィ リ ピ ン 14502 14959 28676 47754 43864 29932 33846 31241 24840 31839
ニューカレドニア 4904 4428 4302 4481 5323 5595 5590 5902 6381 6946
コートジボワール 0 0 0 0 0 0 0 32 381 912
グ ア テ マ ラ 0 0 174 651 2457 2611 2036 2475 1390 668
世 界 全 体 37913 61358 82872 118975 57203 39602 42597 45643 53494 73758
　　　世界のニッケル鉱石（HS2604）輸入量 単位：千㌧

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
中 国 24966 48024 62441 71240 47812 35250 31922 35105 46958 56116
韓 国 1441 1248 1462 1784 1835 2794 3300 3375 3350 3159
日 本 4519 3653 4685 4963 4612 4392 3745 3596 3660 3844
ウ ク ラ イ ナ 1082 1013 1422 1834 1145 1462 1372 1314 1445 1345
北 マ ケ ド ニ ア 1210 1393 1518 1260 1474 1358 730 738 936 1310
世 界 全 体 33525 55711 71969 81416 57257 46102 42199 44491 56619 65854

　注：2019年降順。
　出所：Trademapより筆者作成。

　図表14　インドネシアのニッケル鉱石（HS2604）の輸出先
単位：千㌧　

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
中 国 14346 36142 43096 58605 3990 0 0 4755 19259 31154
ウ ク ラ イ ナ 630 710 1201 1482 0 0 0 128 450 1175
日 本 1454 1861 1552 1979 81 0 0 0 55 51
オ ー ス ト ラ リ ア 845 957 1455 1569 51 0 0 0 0 0
世 界 全 体 17566 40792 48449 64803 4160 0 0 4883 19764 32380

　出所：Trademapより筆者作成。
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３．３．インドネシアにおける一帯一路関連企業の分析
　前述の輸出禁止政策について，ニッケルを含む主要
鉱物の輸出は商業省から許可が必要になったこと，輸
出許可を得るには条件として国内における製錬設備の
建設または同設備建設協力の計画，エンドユーザーの
鉱業品売買契約，新鉱業法各規程の遵守に関する同意
書が必要となるほかに，高い関税が課される。
　製錬所の新設には巨額な投資，その建設には４〜５
年を要するが，図表16に2014年時点で完工が見込まれ
る８社のニッケル製錬関連企業をリストアップしたも
のを示す。
　ここで注目したいのがBintang Delapan Energiと
Bintang Delapan Mineralの社で，これはインドネシ
アのニッケル関連企業PT Bintang Delapan Groupの
グループ企業である。
　Shanghai Metals Market に よ れ ば，PT Bintang 
Delapan Groupは，中国のTsingshan Holding Group

（青山控股集団）と，その子会社であるFujian Dingxin 
Industrisと合弁会社PT Sulawesi Mining Investmentを
立ち上げている21。このPT Sulawesi Mining Investment
はChina Metallurgical Group Corp（略称：MCC，中国
冶金科工集团有限公司）22が請負って，中スラウェシ
州にある中国－インドネシア経済貿易協力ゾーン23に

建設された。2014年から課される輸出関税を背景に，
インドネシアで多くのニッケル製錬工場の建設が予測
されている。図表５に示したように，2014年における
モロワリ県の鉱業のマイナス成長とその後のプラス成
長は，以上の一帯一路関連企業の影響である。
　なお，中国－インドネシア経済貿易協力ゾーンは一
帯一路の海外経済協力ゾーンの１つで，中スラウェシ
州モロワリ県にあるものは中国印尼综合产业园区青山
园区という24。関連資料から，後述するモロワリ工業
団地と中国印尼综合产业园区青山园区を同一のものと
判断できる。
　図表17は中スラウェシ州モロワリ県にある工業団
地，IMIP（Indonesia Morowali Industrial Parkの略称：
モロワリ工業団地）の入居テナントをまとめたもので
ある。
　PT Bintang Delapan Investama と Shanghai 
Decent Investment（Group）Co.,LTDによる共同設
立と説明されている25。名前からわかるとおり，PT 
Bintang Delapan Investama は PT Bintang Delapan 
Groupのグループ企業である。もう１社のShanghai 
Decent Investment（Group）Co.,LTDの中国語名は
上海鼎信投資（集団）有限公司といい，Tsingshan 
Holding Group（青山控股集団）のグループ企業の１

　図表15　中国のニッケル鉱石（HS2604）の輸入元
単位：千㌧　

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
フ ィ リ ピ ン 12321 22023 28159 29694 36487 34288 30587 29183 30023 30085
イ ン ド ネ シ ア 12195 25584 33632 41052 10641 141 104 3833 14963 23759
ニューカレドニア 0 0 149 0 0 0 493 988 1186 1698
オ ー ス ト ラ リ ア 199 277 371 312 212 224 149 91 147 215
南 ア フ リ カ 0 0 0 1 4 20 54 172 129 161
世 界 全 体 24966 48024 62441 71240 47812 35250 31922 35105 46958 56116

　出所：Trademapより筆者作成。

　図表16　2014年に完工予定のニッケル製錬所（エネルギー・鉱物資源省資料）
企　業　名 生産物 生産能力 生産開始時期 投資額　㌦

Kembar Emas Sultra NPI 35〜48kt 2013年末 1500万
Elit Kharisma utama FeNi 2013年８月 5000万
Konauwe Nikel Nusantara FeNi 2013年８月 5000万
Fajar Bhakti Lintas Nusantara FeNi 2014年１月 ３億
Gede Sentra Nickel FeNi 2014年１月 ３億
Bintang Delapan Mineral FeNi 2014年初 ６億3600万
Bintang Delapan Energi FeNi 2014年初 ６億3600万
Cahaya Modern Metal Industri NPI 7.5kt 2014年８月 5000万
Ang Fang Btothers FeNi 2014年11月 1000万

　出所：JOGMEC（2014b）より筆者作成。
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つである26。
　また，American Enterprise Institute が公開して
い る China Global Investment Tracker で は， 中 国
の一帯一路関連の投資で金属産業への割合が21％と
なっており，関連企業にはMCC，Tsingshan，SMI

（PT Sulawesi Mining Investmentの略称），Bintang 
Delapanの名称が確認でき，中国による金属部門への
投資の重要度がうかがえる（図表18）。
　Shanghai Decent Investment（Group）Co.,LTD
は，PT Sulawesi Mining Investmentだけではなく，モ
ロワリ工業団地そのものへの投資（Shanghai Decent 
Investment（Group） Co.,LTD（66.25％），PT Bintang 
Delapan Group（33.75％）の株式比率27）や，その他
の製錬所建設にもかかわっている。物流の面でも，工
業団地設立以前から中国のTsingshan Holding Group
の生産拠点である福安への海上輸送ルートがあり28，
現在では中国の主要な沿岸港と接続している。ホーム
ページには「我们在印尼」（私たちはインドネシアに
います）のタグが設けられ，同企業のIMIPと深いつ
ながりが見える29。
　Shanghai Metals Market（2013）では，インドネ
シアの新鉱業法による輸出禁止を背景に，インドネシ
アで多くのニッケル精錬企業の建設が予測されている
と指摘した。それは輸出するためにはニッケル鉱石に
何かしらの加工を施さなければならないからで，PT 
Sulawesi Mining Investmentの建設とその生産品はイ

ンドと中国に輸出される予定であることを指摘してい
る30。
　図表12で確認したとおり，中国は世界的なステンレ
ス鋼生産国だが，その生産に欠かせないものがニッケ
ルであった。2014年以降，インドネシアの新鉱業法に
よりニッケルの調達（インドネシアからの輸入）が難
しくなったため，ニッケル鉱石を現地で加工してから
自国へ輸入する必要性がでてきた。
　PT Sulawesi Mining Investmentは2015年に事業を
開始したが，図表19では2014年以降に中国へのフェロ
ニッケル輸出が拡大したタイミングと重なっているた
め（図表11も参照），同企業が対中国のフェロニッケ
ル輸出拡大の一部分を担っていると判断できる。また，
同社はステンレス鋼の生産も行っているため，2014年
以降に拡大した対中輸出はHS720260（フェロニッケ
ル），HS7218（ステンレス鋼のインゴットその他の一
次形状のもの及び半製品）のほかに，HS7219（ステ
ンレス鋼のフラットロール製品）も2014年以降に急拡
大している。
　以上から，ニッケルの精練加工品の輸出だけでなく，
それを原料としたステンレス鋼などの工業品の輸出も
伸び始めていることがわかる。また，図表５で見たモ
ロワリ県の鉱業の変化と製造業の急成長とも重なって
いる。これらはそれぞれがニッケル加工，ステンレス
鋼の生産によるものであり，モロワリ工業団地による
経済成長が明らかになった。

　図表17　モロワリ工業団地（Indonesia�Morowali�Industrial�Park：IMIP）の主な入居テナント
テナント 出資、協力企業 事業開始 事業内容、生産物

PT Sulawesi Mining Investment PT Bintang Delapan　Investama
Shanghai Decent Investment （Group） co.,Ltd 2015年 NPI（ニッケル銑鉄） 10%

ステンレス鋼

PT Indonesia Guang Ching Nickel 
     and Stainless Steel Industry

Guangdong Guangxin Holdings Group Ltd.,
Guangdong J-eray Technology Group Co.,Ltd
PT Indonesia Morowali Industrial Park
その他

2016年 NPI（ニッケル銑鉄） 10%
ステンレス鋼

PT Indonesia Tsingshan Stainless Steel

Tsingshan Holding Group
Ruipu Technology Group Co.,Ltd
PT Indonesia Morowali Industrial Park
その他

2017年
稼働予定

NPI（ニッケル銑鉄） 10%
ステンレス鋼

PT Indonesia Ruipu Nickel
     and Chrome Alloy

Tsingshan Holding Group
Ruipu Technology Group Co.,Ltd
PT Indonesia Morowali Industrial Park

2018年
稼働予定

ステンレス鋼コイル
フェロクロム

コークス

PT Bintang Delapan Terminal Shanghai Decent Investment （Group） co.,Ltd
PT Bintang Delapan Investama

2017年
稼働予定

岸壁での貨物関係
橋型グラブアンローダー３基

800㌧積降能力

PT Tsingshan Steel Indonesia Shanghai Decent Investment （Group） co.,Ltd
PT Bintang Delapan Mineral

2018年
稼働予定

NPI（ニッケル銑鉄）
炭素鋼

　注： Shanghai Decent Investment（Group）Co.,Ltdは上海鼎信投資（集団）有限公司。Guangdong Guangxin Holdings Group Ltd.,は瑞
浦科技集団有限公司。Guangdong J-eray Technology Group Co., Ltd は 广东吉瑞科技集团。

　出所：Indonesia Morowali Industrial Park のWebサイトより筆者作成。
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　図表18　China�Global�Investment�Trackerによる一帯一路関連投資事業
単位：100万㌦　

セクター 中国企業名 現地企業名
（空白は記載なし） 金額

金
　
　
属

China Nonferrous 200
Sino Great Wall PT Wanxiang Nickel 230

アルミ
ニウム

Chinalco Aneka Tambang and Asahan 520
Hongqiao Well Harvest 840
Minmetals 100
Shandong Nanshan Aluminum Redstone Alumina 390
State Construction Engineering 990

鋼

Chengtun Mining 150
China GEM-led consortium Sulawesi 610

MCC SMI 180
Tsingshan 110

Minmetals 640
Denxin 170

Sinosteel DBM 120
Tsingshan Steel Bintang Delapan 510
Tsingshan Steel, Delong Holdings Morowali 150
Zhejiang Huayou Cobalt, China Molybdenum, Tsingshan 1240
Zhejiang Lygend 530

合計 7680

図表18 China Global Investment Trackerによる一帯一路関連投資事業
単位：100万㌦

中国企業名
現地企業名

（空白は記載なし）
 金額

China Nonferrous 200
Sino Great Wall PT Wanxiang Nickel 230
Chinalco Aneka Tambang and Asahan 520
Hongqiao Well Harvest 840
Minmetals 100
Shandong Nanshan Aluminum Redstone Alumina 390
State Construction Engineering 990
Chengtun Mining 150
China GEM-led consortium Sulawesi 610

SMI 180
Tsingshan 110

640
Denxin 170

Sinosteel DBM 120
Tsingshan Steel Bintang Delapan 510
Tsingshan Steel, Delong Holdings Morowali 150

1240
Zhejiang Lygend 530

合計 7680

出所：American Enterprise Institute "China Global Investment Tracker" より筆者作成。

セクター

Zhejiang Huayou Cobalt, China Molybdenum, Tsingshan

注：2005年以降、100万ドル以上の投資をカバー（野田2016, p.2）

金
 
属

アルミ
ニウ
ム

鋼

MCC

Minmetals

エネルギー

46%

輸送

23%

金金属属

2211%%

不動産

7%

化学薬品

1%
その他 2%

369億4000万㌦

　図表19　2014年以降に対中輸出の拡大が目立つインドネシアの
　　　　　鉄鋼品目（HSコード４桁）図表19　2014年以降に対中輸出の拡大が目立つインドネシアの鉄鋼品目（HSコード4桁）

注：対中国輸出と輸出全体の比較。
出所：Trademapより筆者作成。

単位：千㌧
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一次形状のもの及び半製品

7219：ステンレス鋼のフラットロール製品
（幅600㍉以上に限る）
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　IMIPは中国一帯一路関連事業である中国－インド
ネシア経済貿易協力ゾーンに建設されたことから，中
国からの投資が中スラウェシ州のGRDPの拡大という
形でインドネシア地方経済に影響を与えていることが
明らかになった。
　インドネシアでは地域経済，都市部を擁するジャワ
島以外の経済発展が遅れているため，ジャワ島以外の
開発が今後の経済成長のキーになる。図表１ではジャ
ワ島のGRDPの規模が大きいながらも，スラウェシ島
の中スラウェシ州のGRDP成長が著しいことを指摘し
たが，その原因は中スラウェシ州モロワリ県の鉱物資
源のニッケルにあった。2014年に発効された鉱物輸出
禁止措置によってステンレス鋼生産の材料となるニッ
ケル調達難の解決を図りたい中国と，国内でのニッケ
ル精錬技術向上を狙うインドネシアの両国の思惑が一
致した。そのため，中国から中スラウェシ州へのニッ
ケル関連産業に投資が行われ，近隣地域のインフラ開
発を含む中スラウェシ州の経済に寄与しつつ，対中工
業品の輸出を拡大させたのである。

４．お わ り に

　本論では，2014年以降に工業品の対中国輸出が増え，
それには中国が投資した産業による工業品の生産とそ
の輸出が関係していることが解析された。
　そして，その投資先産業はニッケル関連産業である
が，ニッケルはステンレス鋼生産に欠かせない。中国
は環境法による自国生産の制限，インドネシアは自国
の鉱石製精錬加工技術の向上を目指していたが，その
２国の利害が一致した結果の１つがモロワリ工業団地
であった。ここでの産業拡大は地域経済の成長，また
生産される工業品の輸出によりインドネシアが目指す
輸出構造の転換の足掛かりを作ることができた。
　しかし，現在のモロワリ工業団地の産業はニッケル
鉱石の精錬加工とそれを原料とするステンレス鋼の生
産・輸出が主であり，中国が必要としている製品の輸
出に留まっている。これらは生産加工物であるために
工業品として計上されているが，その産業は依然とし
て資源に依存していることから，これ以上の経済成長
や輸出拡大は限界がある。
　2022年１月，インドネシアを含むASEAN10カ国
に，日本，中国，韓国，オーストラリアとニュージー
ランドを加えた15カ国が参加している地域的な包括
的 経 済 連 携 協 定（RCEP：Regional Comprehensive 
Economic Partnership Agreement）31が発効されたが，

インドネシアにとって，中国からの投資をより付加価
値の高い産業へ転換し，産業のさらなる強化による輸
出先の拡大と多角化につなげられるかが今後の課題で
ある。
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